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1. 目的 ·背景
近年，世界各国において猛暑・豪雨・台風・ハリ
ケーンなどの異常気象が多発し，地球温暖化の影響
が懸念されている．我が国においても,「平成 24 年 7
月九州北部豪雨」では，九州北部を中心に，各地で観
測史上最大の降水量を観測し，多くの避難者，死者・
行方不明者を出す甚大な災害が発生した．
温暖化の進行に伴い，今後も豪雨による被害が増
加すると考えられる中，文部科学省では，気候変動
対応政策へ科学的基盤を提供することを目的に，5ヵ
年計画（平成 19 年度～23 年度）で「21 世紀気候変
動予測革新プログラム（以下，革新プロとする）」を
実施した．これまでの成果として，梅雨前線に伴う
集中豪雨が増加することなどが指摘されている1)．こ
のように，地球温暖化の進行に伴い，豪雨の発生頻
度は増加傾向にあることが示唆されているが，どの
地域の降雨イベントがどのように変化するのかなど
詳細はまだ明らかでない．
そこで本研究では，温暖化進行時における日本域
の降雨特性の将来変化を明らかにすることを目的
として，革新プロにより開発された GCM20（MRI-
Atmospheric Global Climate Model 3.2S）及び
RCM5km（MRI-Regional Climate Model 5km）の
出力データの解析を行った．降雨イベントの将来変化
を発生頻度，発生規模の観点から解析するとともに，
降雨特性の変化傾向把握を目的として，時空間集中
特性を表現することができるDAD解析を行った．ま
た，それらの結果から，他の事例に比べ，極端に雨
域面積の大きい事例や降雨強度の大きい事例，近似
曲線から外れる事例を極端事例とし，このような個々
の事例がどのような要因により発生するのか，目視
による調査分析を行った．本稿では，RCM5kmを使
用した解析結果について記す．

2. 解析データ及び解析手法
GCM20 とは水平解像度約 20km の全球気候モデ
ルであり，革新プロでは海面水温を境界条件として，
現在・近未来・将来の 3期間について計算が行われ
ている．この境界条件は，IPCC（Integovernmental
Panel on Climate Change）第 4次報告書に記載され
ているシナリオのうち，全てのエネルギーバランスを
重視して高い経済成長が実現すると仮定したA1Bシ
ナリオが用いられている．本研究で使用する期間は，
現在条件が 1979年～2008 年，近未来条件が 2015年
～2044 年，将来条件が 2075 年～2104 年の各期間の
1月～12月である．日本域における降雨量のデータ
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に対し，20km格子内部の変化を少しでも表現するた
め，対象グリッド近傍の 4つの格子情報を用いた面的
な線形内挿（双一次内挿，bi-linear interpolation）に
よるダウンスケールを行い，水平解像度 5kmのデー
タを作成した．
一方，RCM5kmは，GCM20の出力データに対し
て，気象庁非静力学モデル（JMA- Non-Hydrostatic
Model）による物理的ダウンスケーリングを行った，
水平解像度約 5kmの日本域における出力データであ
る．本研究で使用する期間は，現在条件が 1979 年～
2003 年，近未来条件が 2015 年～2039年，将来条件
が 2075 年～2099 年の各期間の暖候期（6月～9月）
である．GCM20はメルカトル図法を用いているのに
対し，RCM5kmはランベルト正角円錐図法を用いて
おり，両者の比較を容易にするため，それぞれの格子
の位置情報を用いてRCM5km出力データの最近傍補
間（Nearest neighbor）を行った．
本研究では，日本域全体と九州，中国・四国，近畿，
中部，関東，東北，北海道の 7つの地域において，発
生頻度に関しては降雨強度別の発生回数やその空間分
布の将来変化に関する解析，また発生規模に関しては
1つの降雨イベントの継続時間及び雨域面積の将来変
化に関する解析を行った．DAD解析は諸外国では降
雨タイプを考慮した等雨量線を決定する際や，山岳地
帯の河川流域における降雨流出量を求める際など様々
な用途で用いられており，DD（Depth-Duration;平
均降雨強度-降雨継続時間）関係とDA（Depth-Area;
面積最大雨量-降雨面積）関係の 2つに分けられる2)．
本研究では，DD関係には三定数型降雨強度式（式
1）と Sherman式（式 2）を，DA関係にはHorton式
（式 3）を使用して回帰曲線を求めた．なお，解析対象
は，日本域を中心とした緯度 20N～48N，経度 123E
～147Eの領域としている．

　DD式（三定数型降雨強度式）：i =
a

tc + b
　 (1)

DD式（Sherman式）: i =
a

tc
(2)

DA式（Horton式）: P = exp（− αAβ） (3)

i：平均降雨強度，t：降雨継続時間，P：面積最大雨
量，A：面積，a，b，c，α，β ：定数である3)．

3. 降雨特性の将来変化
日本域全体における豪雨の強度別発生頻度を図-1
に示す．すべての月で発生頻度は将来条件にかけて大
幅に増加していることが確認される．強度別に見ても
全体的に発生頻度が増加しており，特に 60～80mm/h
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　　 　 (a) 現在条件 (1979 年～2003 年)

　

　　 　
　 (b) 将来条件 2075 年～2099 年)

　 図-1 日本域全体における降雨強度別発生頻度

　 　
　

 0
 10
 20
 30
 40
 50
 60
 70
 80
 90

 100
 110
 120
 130

 0  50  100  150  200  250

M
ax

 R
ai

nf
al

l I
nt

en
si

ty
(m

m
/h

)

Duration(hr)

a=6002.52
b=58.5092
c=1.34988

Three consts. eq.
i=a/(tc+b)

a=158.093
c=0.468797

Sherman eq.
 i=a/tc

Three consts. eq.
Sherman eq.

Japan 1979-2003 August

　　 　
　　 (a) 現在条件 (1979 年～2003 年) 　
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　　 (b) 将来条件（2075 年～2099 年) 　

　図-2 日本域全体における 8月の降雨継続時間と降雨強
度の関係（DD関係）

　 　

の豪雨の増加が顕著である．月ごとに着目すると，8
月においては発生頻度の増分は約 2倍となっている．
また，発生頻度のピークは現在条件では 7月となって
いるが，将来条件では 8月にピークを示している．

月別にDD解析を行った結果のうち，大きな変化の
現れた 8月の結果を図-2に示す．図の縦軸は降雨継
続時間毎の最大平均降雨強度，横軸はその降雨イベン
トの継続時間を示しており，赤い曲線が三定数型降雨
強度式（式 1）による近似曲線，青い曲線が Sherman
式（式 2）による近似曲線である．現在条件において
は三定数型降雨強度式により精度良く近似されてい
る．現在条件から将来条件にかけて降雨強度は増加
傾向にあり，将来条件では 100mm/h以上の事例が複
数発生している．継続時間が 50時間付近において降
雨強度が増加しており，回帰曲線から外れる事例が
増えている．また，三定数型降雨強度式の tの値を 1
として時間最大雨量を求めたところ，現在条件から
将来条件において増加が確認された．

月別に DA解析を行った結果のうち，大きな変化
の現れた 9月の結果を図-3に示す．図の縦軸は面積
最大雨量，横軸はその降雨イベントの雨域面積（1グ
リッド=25 km2）を示しており，赤い曲線がHorton
式（式 3）による近似曲線である．現在条件と将来条
件共にHorton式により精度よく近似されており，現
在条件から将来条件にかけて雨域面積の増加が顕著で
ある．将来条件においては，雨域面積が 12000グリッ
ド（30万 km2）を超える現在条件では見られない極
端な事例の発生が複数確認される．これらの事例を
目視による調査を行った結果，図-4に示したような
大型の台風による降雨がほとんどであった．Horton
式による回帰曲線も上方にシフトしており，降雨強
度は増加傾向があることが確認される．また，曲線
の傾きは，将来条件では僅かに緩やかになっている．
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　 　　　 (a) 現在条件（1979 年～2003 年) 　
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　 　　　 (b) 将来条件（2075 年～2099 年) 　　

　図-3 日本域全体における 9月の雨域面積と降雨強度の
関係（DA関係）

　 　
　

　 (a) 2079 年 9 月 23 日 1 時

　

　 (b) 2079 年 9 月 23 日 23 時
　 図-4 台風により雨域面積の大きい極端事例

　 　4. まとめと今後の課題
本研究では，降雨特性の将来変化を明らかにするこ
とを目的として，GCM20及びRCM5kmの出力デー
タの解析を行い，豪雨の将来変化を発生頻度，発生規
模の観点から解析するとともに，降雨特性の変化傾
向把握を目的としたDAD 解析を行った．その結果，
豪雨の発生頻度が増加傾向であることを確認すると
ともに，DAD 関係に関しては，極端に降雨強度や雨
域面積の大きい事例，近似曲線から大きく外れる事
例が増加する可能性が示された．目視による調査分
析を行った結果，梅雨前線や台風などスケールの大
きい降雨イベントによってもたらされた降雨がほと
んどであった．
今後の課題としては，アンサンブル実験による不
確実性の評価，DAD 関係の将来変化に関する統計的
有意性の検討や，降雨イベントの変化要因に関する
3次元大気場データの解析などが挙げられる．また，
台風性の豪雨や前線性の豪雨，局地的豪雨といった
タイプ別の豪雨の特性が，温暖化の影響で将来どの
ように変化するのかについて解析を行う予定である．
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